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第一部 【企業情報】

 

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第62期

第１四半期累計期間
第63期

第１四半期累計期間
第62期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 251,517 292,354 1,535,362

経常利益又は経常損失(△) (千円) △5,370 19,660 204,604

四半期（当期）純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) △1,630 12,791 127,925

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 130,583 130,583 130,583

発行済株式総数 (株) 1,873,500 1,873,500 1,873,500

純資産額 (千円) 1,494,129 1,597,133 1,623,685

総資産額 (千円) 1,864,999 1,924,238 2,042,875

１株当たり四半期（当期）純利
益金額又は１株当たり四半期純
損失金額(△)

(円) △0.87 6.83 68.28

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 21.00

自己資本比率 (％) 80.1 83.0 79.5
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  当社は、関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在せず、また、第62期第１四

半期累計期間においては、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国の経済は、円安やアジアでの人件費の高騰を背景として、製造業が国内に

生産拠点を戻す動きがみられるなど、企業の設備投資への前向きの姿勢がうかがわれる状況となっております。し

かしながら、持続的な好循環の継続のためには、デフレ脱却と成長戦略の断行が喫緊の課題となっております。

このような状況のもと、当社は相対的優位性のある既存領域を確保しつつ、技術開発力を高め、既存製品の改良

や性能向上による差別化により新たな需要分野への展開・進出を図り、生産性の向上とコスト削減により採算重視

の経営に努めてまいりました。

以上の結果、当第１四半期累計期間の受注につきましては、国内一般製造工場等をはじめとして広範な業種にお

いて好調に推移し、369,675千円(前年同期比11.1％増)となりました。売上高につきましては、鉄・非鉄関連企業、

機械関連企業や電子関連企業への販売が好調で292,354千円(同16.2％増)となりました。営業損益は、売上高の増加

と採算性の高い製品の販売が多かったことなどにより、20,421千円の営業利益(前年同四半期は営業損失5,014千円)

となりました。経常損益は営業損益とほぼ同額の19,660千円の経常利益(前年同四半期は経常損失5,370千円)となり

ました。また、当第１四半期累計期間の四半期純利益は、12,791千円(前年同四半期は四半期純損失1,630千円)とな

りました。

 

当社の製品別の業績は次のとおりであります。

[ポンプ製品]

 受注面では、電力関連企業からの受注は減少したものの、国内一般製造工場等をはじめとして広範な業種で好調

であったため、167,907千円(前年同期比35.2％増)となりました。

 売上高につきましては、電力会社関連企業、鉄・非鉄関連企業への販売が増加したため、138,490千円(同92.4％

増)となりました。

 

[バルブ製品]

 受注面では、前事業年度末に受注が集中したため、当第１四半期累計期間はやや落ち込んで、35,938千円(前年同

期比38.8％減)となりました。

 売上高につきましては、官公庁への販売が好調で、22,038千円(同46.0％増)となりました。

 

[部品・サービス]

 受注面では、官公庁や機械関連企業、電子関連企業からの受注が好調で、165,829千円(前年同期比10.7％増)とな

りました。

 売上高につきましては、機械関連企業や電子関連企業への販売は好調であったものの、電力会社関連企業など他

の業種への販売は低調であったため、131,826千円(同19.8％減)となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末と比較して118,637千円減少し、1,924,238千円となりまし

た。その主な増減要因は、仕掛品が19,001千円、原材料及び貯蔵品が18,429千円、有形固定資産が9,102千円それぞ

れ増加したものの、現金及び預金が16,145千円、受取手形及び売掛金が146,948千円それぞれ減少したことなどによ

ります。

負債につきましては、前事業年度末と比較して92,085千円減少し、327,104千円となりました。その主な増減要因

は、未払法人税等が35,264千円、賞与引当金が10,545千円、前受金等のその他の流動負債が32,041千円、退職給付

引当金が16,612千円それぞれ減少したことなどによります。

また、純資産は、前事業年度末と比較して26,551千円減少し、1,597,133千円となりました。その主な増減要因

は、四半期純利益金額12,791千円を計上したものの、株主配当金の支払いにより利益剰余金が39,342千円減少した

ことによります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発費の総額は、8,951千円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,400,000

計 6,400,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,873,500 1,873,500
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株でありま
す。

計 1,873,500 1,873,500 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年６月30日 － 1,873,500 － 130,583 － 90,583
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,873,100
 

18,731 －

単元未満株式 普通株式 400
 

－ －

発行済株式総数 1,873,500 － －

総株主の議決権 － 18,731 －
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式（自己保有株式）36株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

　　　該当事項はありません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成27年４月１日から平成27年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,018,049 1,001,904

  受取手形及び売掛金 309,735 162,786

  商品及び製品 3,570 6,824

  仕掛品 46,276 65,278

  原材料及び貯蔵品 73,222 91,652

  その他 35,729 33,651

  貸倒引当金 △2,468 △1,242

  流動資産合計 1,484,115 1,360,855

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 56,815 62,591

   機械及び装置（純額） 69,045 68,599

   工具、器具及び備品（純額） 8,939 13,187

   土地 366,082 366,082

   その他（純額） 4,670 4,195

   有形固定資産合計 505,553 514,656

  無形固定資産 3,257 3,078

  投資その他の資産 49,948 45,648

  固定資産合計 558,759 563,382

 資産合計 2,042,875 1,924,238

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 40,615 41,213

  未払法人税等 36,163 898

  製品保証引当金 4,759 4,886

  賞与引当金 36,855 26,309

  その他 121,433 89,391

  流動負債合計 239,825 162,699

 固定負債   

  退職給付引当金 103,871 87,259

  役員退職慰労引当金 75,492 77,145

  固定負債合計 179,364 164,404

 負債合計 419,189 327,104

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 130,583 130,583

  資本剰余金 122,580 122,580

  利益剰余金 1,370,556 1,344,004

  自己株式 △34 △34

  株主資本合計 1,623,685 1,597,133

 純資産合計 1,623,685 1,597,133

負債純資産合計 2,042,875 1,924,238
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 251,517 292,354

売上原価 142,091 156,329

売上総利益 109,426 136,025

販売費及び一般管理費 114,440 115,603

営業利益又は営業損失（△） △5,014 20,421

営業外収益   

 受取利息 6 6

 受取配当金 80 80

 作業くず売却益 342 269

 雑収入 328 325

 営業外収益合計 757 681

営業外費用   

 売上債権売却損 169 113

 売上割引 921 1,328

 雑損失 22 0

 営業外費用合計 1,113 1,442

経常利益又は経常損失（△） △5,370 19,660

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △5,370 19,660

法人税等 △3,739 6,869

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,630 12,791
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 7,726千円 7,632千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)

１  配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 39,342 21.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

１  配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 39,342 21.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社はポンプ及びバルブの製造販売事業の単一セグメントであるため、セグメント情報については記載しており

ません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり　
四半期純損失金額(△)

△0円87銭 6円83銭

  (算定上の基礎)   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)
（千円）

△1,630 12,791

   普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期
純損失金額(△)（千円）

△1,630 12,791

   普通株式の期中平均株式数（株） 1,873,464 1,873,464
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在せず、また、前第１四半期累計期

間においては、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 
 

　

平成２７年８月１０日
 

株  式  会  社    横  田  製  作  所

 

取   締   役   会    御   中
 

　

有限責任監査法人  ト  ー  マ  ツ  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    工    藤    重    之    ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   宮　　本   芳　　樹　　㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社横

田製作所の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第６３期事業年度の第１四半期会計期間（平成２７年

４月１日から平成２７年６月３０日まで）及び第１四半期累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年６月３０日ま

で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社横田製作所の平成２７年６月３０日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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